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 社会保険労務士試験 対策アプリ  
 

App Store にて 好評提供中！ 
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＜主な特徴＞ 

・平成元年以降に出題された過去約３０年分の過去問を徹底的に分析し、最新

の出題傾向に合わせた予想問題を出題 

・条文順に問題を解くパネル式と、ランダムに問題を解くシャッフル式の二種

類の出題形式を選択可能 

・科目ごとに正解数や正答率が一覧表示されるため、現在の知識レベルや苦手

科目の確認が容易 

・問題文を１２０文字以内に制限しているため、出題の意図や要点の把握がし

易く、テンポよく解答が可能 

・挑戦数や正解数に応じて社会保険労務士会員徽章を模した「SR バッジ」が

表示され、モチベーションのアップを後押し  



不許複製／禁無断転載                                GoodJobandCareer.net 

 2 

■労働保険料徴収法 
No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

1 

賃金に算入すべき通貨以外の

もので支払われる賃金の範囲

は、食事、被服及び住居の利益

のほか、都道府県労働局⾧の定

めるところによる。 

× 

都道府県労働局⾧ではなく、

「所轄労働基準監督署⾧又は

所轄公共職業安定所⾧」であ

る。 

（則 3 条） 

2 条 2 項 

2 

労災保険の適用事業の事業主

については、その者が労働保険

の保険関係の成立の届出をし、

厚生労働大臣の認可があった

日に、その事業につき労災保険

に係る労働保険の保険関係が

成立する。 

× 

厚生労働大臣の認可があった

日ではなく、「その事業が開始

された日」である。なお、労働

保険の保険関係の成立の届出

は、保険関係が成立した日から

１０日以内に行う。 

3 条 

3 

労災保険暫定任意適用事業の

事業主については、その者が労

働者災害補償保険の加入の申

請をし、厚生労働大臣の認可が

あった日に、その事業につき労

災保険に係る労働保険の保険

関係が成立する。 

◯ 

適切である。 

（整備法 5 条 1 項） 

3 条 

4 

労災保険暫定任意適用事業の

事業主は、その事業に使用され

る労働者（船員保険の被保険者

を除く。）の３分の２以上が希

望するときは、労働者災害補償

保険の加入の申請をしなけれ

ばならない。 

× 

３分の２以上ではなく、「過半

数」である。 

（整備法 5 条 2 項） 

3 条 

5 

労災保険の適用事業に該当す

る事業が労災保険暫定任意適

用事業に該当するに至ったと

きは、その日に、労働者災害補

償保険の加入に係る厚生労働

大臣の認可があったものとみ

なされる。 

× 

その日ではなく、「その翌日」で

ある。 

（整備法 5 条 3 項） 

3 条 



不許複製／禁無断転載                                GoodJobandCareer.net 

 3 

No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

6 

雇用保険の適用事業の事業主

については、その事業が開始さ

れた日に、その事業につき雇用

保険に係る労働保険の保険関

係が成立する。 

◯ 

適切である。 4 条 

7 

雇用保険暫定任意適用事業の

事業主による雇用保険の加入

の申請は、その事業に使用され

る労働者の２分の１以上の同

意を得なければ行うことがで

きない。 

◯ 

適切である。なお、雇用保険の

加入の申請をし、厚生労働大臣

の認可があった日に、その事業

につき雇用保険に係る労働保

険の保険関係が成立する。 

（法附則 2 条 1 項、2 項） 

4 条 

8 

雇用保険暫定任意適用事業の

事業主は、その事業に使用され

る労働者の３分の２以上が希

望するときは、雇用保険の加入

の申請をしなければならない。 

× 

３分の２以上ではなく、「２分

の１」以上である。 

（法附則 2 条 3 項） 

4 条 

9 

雇用保険の適用事業に該当す

る事業が雇用保険暫定任意適

用事業に該当するに至ったと

きは、その翌日に、雇用保険の

加入に係る厚生労働大臣の認

可があったものとみなされる。 

◯ 

適切である。 

（法附則 2 条 4 項） 

4 条 

10 

労働保険の保険関係が成立し

た事業の事業主は、その成立し

た日から５０日以内に、保険関

係の成立の届出を所轄労働基

準監督署⾧又は所轄公共職業

安定所⾧に提出することによ

って行わなければならない。 

× 

５０日以内ではなく、「１０日」

以内である。 

4 条の 2

第 1 項 

11 

労災保険に係る保険関係が成

立している事業のうち、建設の

事業に係る事業主は、労災保険

関係成立票を見やすい場所に

掲げなければならない。 

◯ 

適切である。 

（則 77 条） 

4 条の 2

第 1 項 
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No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

12 

事業主は、保険関係の成立の届

出により届け出た事項のうち、

厚生労働省令で定める事項に

変更があったときは、変更を生

じた日の翌日から起算して１

０日以内に所轄労働基準監督

署⾧又は所轄公共職業安定所

⾧に所定事項を記載した届書

を提出しなければならない。 

◯ 

適切である。 

（則 5 条 2 項）  

4 条の 2

第 2 項 

13 

労働保険の保険関係が成立し

ている事業が廃止され、又は終

了したときは、その事業につい

ての保険関係は、その翌日に消

滅する。 

◯ 

適切である。 5 条 

14 

労災保険暫定任意適用事業に

ついては、事業主が当該保険関

係の消滅の申請をし、厚生労働

大臣の認可があった日の翌日

に、その事業についての保険関

係が消滅するが、当該申請は、

その事業に使用される労働者

の過半数の同意があれば、直ち

に行うことができる。 

× 

労災保険に係る保険関係が成

立した後１年を経過していな

ければ行うことができない。 

（整備法 8 条 2 項 1 号、2 号） 

5 条 

15 

雇用保険暫定任意適用事業に

ついては、事業主が当該保険関

係の消滅の申請をし、厚生労働

大臣の認可があった日の翌日

に、その事業についての保険関

係が消滅するが、当該申請は、

その事業に使用される労働者

の２分の１以上の同意を得な

ければ行うことができない。 

× 

２分の１以上ではなく、「４分

の３以上」である。 

（法附則 4 条） 

5 条 
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No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

16 

二以上の事業について、概算保

険料の額が２４０万円未満で

あり、かつ、建設の事業にあっ

ては、請負金額が１憶８千万円

未満である場合であって、他の

所定の要件に該当する場合に

は、徴収法の規定の適用につい

ては、その全部を一の事業とみ

なすとされている。 

× 

２４０万円未満ではなく、「１

６０万円」未満である。 

（則 6 条 1 項） 

7 条 

17 

労災保険に係る労働保険の保

険関係が成立している事業の

うち、建設の事業が数次の請負

によって行われる場合には、徴

収法の規定の適用については、

その事業を一の事業とみなし、

元請負人のみを当該事業の事

業主とするとされている。 

◯ 

適切である。 

（則 7 条） 

8 条 1 項 

18 

請負事業の一括の場合におい

て、下請負人をその請負に係る

事業の事業主とする認可を受

けようとする元請負人及び下

請負人は、保険関係が成立した

日の翌日から起算して１０日

以内に所定の事項を記載した

申請書を所轄都道府県労働局

⾧に提出しなければならない。 

◯ 

適切である。なお、やむを得な

い理由により、期限内に申請書

の提出をすることができなか

ったときは、期限後であっても

提出することができるとされ

ている。 

（則 8 条） 

8 条 2 項 

19 

事業主が二以上の事業につい

て成立している保険関係の全

部又は一部を一の保険関係と

することにつき申請をする場

合、事業主が同一人であれば、

それぞれの事業が事業の種類

を同じくしている必要はない。 

× 

いわゆる継続事業の一括を申

請するためには、事業主が同一

人であることに加え、それぞれ

の事業が事業の種類を同じく

することが要件の一つとされ

ている。 

（則 10 条 1 項 2 号） 

9 条 
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No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

20 

継続事業の一括の認可を受け

ようとする事業主は、所定の事

項を記載した申請書を、継続事

業の一括の規定による指定を

受けることを希望する事業に

係る所轄都道府県労働局⾧に

提出し、厚生労働大臣の認可を

受けなければならない。 

◯ 

適切である。 

（則 10 条 2 項） 

9 条 

21 

継続事業の一括の認可を受け

た事業主は、指定を受けた事業

以外の事業の名称又は当該事

業の行われる場所に変更があ

ったときは、変更のあった日の

翌日から起算して１０日以内

に指定を受けた事業に係る所

轄都道府県労働局⾧に所定の

届書を提出しなければならな

い。 

× 

変更のあった日の翌日から起

算して１０日以内ではなく、

「遅滞なく」である。 

（則 10 条 4 項） 

9 条 

22 

政府は、労働保険の事業に要す

る費用にあてるため、一般保険

料、特別加入保険料、印紙保険

料及び特例納付保険料を徴収

する。 

◯ 

適切である。 10 条 

23 

一般保険料の額の算定の基礎

となる賃金総額とは、事業主

が、その事業に使用するすべて

の労働者に支払う賃金の総額

をいう、とされているが、当該

賃金総額から雇用保険の日雇

労働被保険者に支払う賃金は

除かれている。 

× 

雇用保険の日雇労働被保険者

に支払う賃金も含まれる。 

11 条 2 項 
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No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

24 

労災保険に係る労働保険の保

険関係が成立している請負に

よる建設の事業の賃金総額に

ついては、請負金額に徴収法施

行規則別表第二に掲げる労務

費率を乗じて得た額とする特

例がある。 

◯ 

適切である。 

（則 12 条 1 号、則 13 条 1 項） 

11 条 3 項 

25 

立木の伐採の事業及び水産動

植物の採捕又は養殖の事業の

賃金総額については、厚生労働

大臣が定める平均賃金に相当

する額に、それぞれの労働者の

使用期間の総日数を乗じて得

た額の合算額とする特例があ

る。 

× 

本問の特例は、「造林の事業、木

炭又は薪を生産する事業その

他の林業の事業（立木の伐採の

事業を除く。）」及び水産動植物

の採捕又は養殖の事業につい

てのものである。立木の伐採の

事業は、これらの事業から除か

れている。 

（則 12 条、則 15 条） 

11 条 3 項 

26 

労災保険率は、労災保険法の適

用を受けるすべての事業の過

去３年間の業務災害及び通勤

災害に係る災害率並びに二次

健康診断等給付に要した費用

の額、社会復帰促進等事業とし

て行う事業の種類及び内容そ

の他の事情を考慮して厚生労

働大臣が定めるとされている。 

◯ 

適切である。 12 条 2 項 

27 

連続する３保険年度中の各保

険年度において、一括有期事業

である建設の事業又は立木の

伐採の事業であって、当該保険

年度の確定保険料の額が３０

万円以上であるものは、継続事

業のメリット制の適用を受け

ることができる。 

× 

３０万円以上ではなく、「４０

万円」以上である。 

（則 17 条 3 項） 

12 条 3 項 
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No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

28 

継続事業のメリット制適用の

要件の一つとして、連続する３

保険年度間における収支率が

１００分の８５を超え、又は１

００分７５以下であることが

必要である。 

◯ 

適切である。 12 条 3 項 

29 

メリット収支率を算定する基

礎となる保険給付の額には、第

３種特別加入者に係る保険給

付の額も含まれる。 

× 

第３種特別加入者に係る保険

給付の額は除かれている。 

（則 18 条の２） 

12 条 3 項 

30 

第１種特別加入保険料率は、第

１種特別加入者に係る事業に

ついての一般保険料に係る労

災保険率と同一の率から厚生

労働大臣の定める率（ただし、

現在は「０」）を減じた率とされ

ている。 

◯ 

適切である。なお、メリット制

の適用がある場合には、メリッ

ト制適用後の率と同一の率か

ら厚生労働大臣の定める率（た

だし、現在は「０」）を減じた率

とされている。 

（則 21 条の 2） 

13 条 

31 

第２種特別加入保険料率は、徴

収法施行規則別表第５におい

て、事業又は作業の種類に応じ

て１，０００分の５２から１，

０００分の３までの間で定め

られている。 

◯ 

適切である。 

（則 23 条） 

14 条 

32 

第３種特別加入保険料率は、現

在、一律で１，０００分の５と

されている。 

× 

１，０００分の５ではなく、

「１，０００分の３」である。 

（則 23 条の 3） 

14 条の 2 

33 

事業主は、保険年度の途中に保

険関係が成立したものを除き、

保険年度ごとに、労働保険料を

所定の事項を記載した申告書

に添えて、その保険年度の６月

１日から５０日以内に納付し

なければならない。 

× 

５０日以内ではなく、「４０日」

以内である。なお、保険年度の

途中に保険関係が成立したも

のについては、当該保険関係が

成立した日から５０日以内に

納付しなければならない。 

15 条 1 項 
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No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

34 

概算保険料として納付すべき

一般保険料の額は、その保険年

度に使用するすべての労働者

の賃金総額の見込額が、直前の

保険年度の賃金総額の１００

分の５０以上１００分の２０

０以下である場合には、直前の

保険年度の賃金総額を用いて

計算する。 

◯ 

適切である。 

（則 24 条 1 項） 

15 条 1 項

1 号 

35 

概算保険料の算定にあたり、そ

の保険年度に使用するすべて

の労働者の賃金総額に１００

円未満の端数があるときは、そ

の端数は切り捨てる。 

× 

１００円未満ではなく、「１，０

００円未満」である。 

15 条 1 項

1 号 

36 

有期事業の事業主は、労働保険

料を、所定の事項を記載した申

告書に添えて、保険関係が成立

した日の属する月の翌月１０

日までに納付しなければなら

ない。 

× 

保険関係が成立した日の属す

る月の翌月１０日までにでは

なく、保険関係が成立した日か

ら「２０日」以内に納付しなけ

ればならない。 

15 条 2 項 

37 

事業主は、納付した労働保険料

の額が政府の決定した労働保

険料の額に足りないときはそ

の不足額を、納付した保険料の

額がないときは政府の決定し

た保険料を、その通知を受けた

日から１５日以内に納付しな

ければならない。 

◯ 

適切である。 15 条 4 項 
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No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

38 

事業主は、賃金総額等の見込額

が増加した場合において、増加

後の保険料算定基礎額の見込

額が、増加前の保険料算定基礎

額の見込額の１００分の２０

０を超えるときは、その日から

３０日以内に、増加概算保険料

を納付しなければならない。 

× 

本問の要件に加え、「増加後の

保険料算定基礎額の見込額に

基づき算定した概算保険料と

既に納付した概算保険料との

差額が１３万円以上である」と

きに、増加概算保険料を納付し

なければならない。 

（則 25 条 1 項） 

16 条 

39 

政府は、一般保険料率、第１種

特別加入保険料率、第２種特別

加入保険料率又は第３種特別

加入保険料率の引上げを行っ

たときは、労働保険料を追加徴

収する。 

◯ 

適切である。 17 条 1 項 

40 

所轄都道府県労働局歳入徴収

官は、労働保険料を追加徴収し

ようとする場合には、通知を発

する日から起算して１４日を

経過した日をその納期限と定

め、事業主に通知しなければな

らない。 

× 

１４日ではなく、「３０日」であ

る。 

（則 26 条） 

17 条 2 項 

41 

有期事業以外の事業の事業主

は、納付すべき概算保険料の額

が４０万円以上である場合又

は労働保険事務の処理を労働

保険事務組合に委託している

場合には、概算保険料申告書を

提出する際に申請することに

より概算保険料を延納するこ

とができる。 

◯ 

適切である。なお、労災保険に

係る保険関係又は雇用保険に

係る保険関係のみが成立して

いる事業については、納付すべ

き概算保険料の額は４０万円

以上ではなく、２０万円以上と

されている。 

（則 27 条 1 項） 

18 条 
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No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

42 

延納の申請をした事業主は、概

算保険料を、４月１日から７月

３１日まで、８月１日から１１

月３０日まで及び１２月１日

から翌年３月３１日までの各

期に分けて納付することがで

きる。 

◯ 

適切である。 

（則 27 条 1 項） 

18 条 

43 

６月１日から９月３１日まで

に保険関係が成立した事業に

ついて、延納の申請をする場合

には、保険関係成立の日から１

０月３１日までが最初の期と

される。 

× 

１０月３１日ではなく、１１月

３０日である。 

18 条 

44 

有期事業の事業主は、納付すべ

き概算保険料の額が７５万円

以上である場合又は労働保険

事務の処理を労働保険事務組

合に委託している場合には、事

業の期間に関わらず、概算保険

料申告書を提出する際に申請

することにより概算保険料を

延納することができる。 

× 

事業の期間に関わらず、が誤

り。「事業の全期間が６月以内

のもの」は除かれている。 

18 条 

45 

概算保険料の延納をする事業

主は、概算保険料申告書を提出

する際に延納の申請をした場

合には、増加概算保険料を延納

することができるが、増加概算

保険料の延納を申請できるの

は、当初の概算保険料について

延納がなされていた場合に限

られる。 

◯ 

適切である。 

（則 30 条 1 項） 

18 条 
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No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

46 

保険料率の引上げによる概算

保険料の追加徴収については、

延納することができない。 

× 

概算保険料の延納をする事業

主は、追加徴収の通知により指

定された期限までに延納の申

請をすることにより、追加徴収

により納付すべき概算保険料

を延納することができる。 

（則 31 条） 

18 条 

47 

事業主は、保険年度の途中に保

険関係が消滅したものを除き、

保険年度ごとに、労働保険料の

額その他厚生労働省令で定め

る事項を記載した申告書を、次

の保険年度の４月１日から４

０日以内に提出しなければな

らない。 

× 

４月１日からではなく、「６月

１日」からである。なお、保険

年度の途中に保険関係が消滅

したものについては、当該保険

関係が成立した日から５０日

以内に提出しなければならな

い。 

19 条 1 項 

48 

納付すべき確定保険料がない

場合における確定保険料申告

書については、日本銀行（本店、

支店及び代理店等）を経由して

提出することができない。 

◯ 

適切である。 

（則 38 条 2 項 4 号） 

19 条 1 項 

49 

労働保険料の還付の請求は、所

定の事項を記載した請求書を

官署支出官又は所轄都道府県

労働局歳入徴収官に提出する

ことによって行わなければな

らない。 

× 

所轄都道府県労働局歳入徴収

官ではなく、所轄都道府県労働

局「資金前渡官吏」である。 

（則 36 条 2 項） 

19 条 6 項 

50 

事業主による労働保険料の還

付の請求がない場合には、所轄

都道府県労働局歳入徴収官は、

当該超過額を、次の保険年度の

概算保険料若しくは未納の労

働保険料その他徴収法の規定

による徴収金又は未納の一般

拠出金等に充当するものとさ

れている。 

◯ 

適切である。 

（則 37 条 1 項） 

19 条 6 項 
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No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

51 

所轄都道府県労働局歳入徴収

官は、有期事業のメリット制の

適用により確定保険料の額を

引き上げた場合の差額を徴収

しようとするときは、通知を発

する日から起算して３０日を

経過した日をその納期限と定

め、事業主に納付書によって通

知しなければならない。 

× 

納付書ではなく、「納入告知書」

である。 

（則 35 条 4 項、則 38 条 5 項） 

20 条 3 項 

52 

政府が、確定保険料の額を認定

決定した場合には、その納付す

べき額（その額に１，０００円

未満の端数があるときは、その

端数は、切り捨てる。）に１００

分の１０を乗じて得た額の追

徴金が徴収される。 

◯ 

適切である。ただし、事業主が

天災その他やむを得ない理由

により、認定決定による確定保

険料又はその不足額を納付し

なければならなくなった場合

は、この限りでない。 

21 条 1 項 

53 

政府は、認定決定により納付す

べき確定保険料又はその不足

額が１，０００円未満であると

きは、追徴金を徴収しない。 

◯ 

適切である。 21 条 2 項 

54 

口座振替によって行うことが

できる納付は、納付書によって

行われる概算保険料（延納を含

む。）及び確定保険料の申告に

伴う労働保険料又はその不足

額の納付に限られており、増加

概算保険料を口座振替によっ

て納付することはできない。 

◯ 

適切である。 

（則 38 条の 4） 

21 条の 2

第 1 項 

55 

賃金日額が１１，３００円以上

の者に係る印紙保険料の額は、

日雇労働被保険者１人につき、

１日当たり１９６円である。 

× 

１９６円ではなく、「１７６円」

である。 

22 条 1 項

1 号 
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No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

56 

事業主は、雇用保険印紙の消印

に使用すべき認印の印影をあ

らかじめ所轄公共職業安定所

⾧に届け出なければならない。 

◯ 

適切である。 

（則 40 条 2 項） 

23 条 2 項 

57 

雇用保険印紙購入通帳は、その

交付の日の翌日から１年間に

限り、その効力を有する。 × 

交付の日の翌日から１年間で

はなく、「交付の日の属する保

険年度」に限り、その効力を有

するとされている。 

（則 42 条 2 項） 

23 条 2 項 

58 

雇用保険印紙が変更された場

合に係る買戻しの申し出は、雇

用保険印紙が変更された日か

ら１年間とされている。 

× 

１年間ではなく、「６月間」であ

る。 

（則 43 条 2 項 3 号） 

23 条 2 項 

59 

雇用保険印紙購入通帳の交付

を受けている事業主は、毎月に

おける雇用保険印紙の受払状

況を翌月１０日までに、所轄都

道府県労働局歳入徴収官に報

告しなければならない。 

× 

翌月１０日までではなく、「翌

月末日」までである。 

（則 54 条） 

23 条 2 項 

60 

事業主が、正当な理由がないと

認められるにもかかわらず、印

紙保険料の納付を怠ったとき

は、政府は、認定決定した印紙

保険料の額（その額に１，００

０円未満の端数があるときは、

その端数は、切り捨てる。）の１

００分の２０に相当する額の

追徴金を徴収する。 

× 

１００分の２０ではなく、「１

００分の２５」である。 

25 条 2 項 
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No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

61 

労働保険料その他徴収法の規

定による徴収金を納付しない

者があるときは、政府は、期限

を指定して督促しなければな

らないが、当該期限は、督促状

を発する日から起算して１０

日以上経過した日でなければ

ならない。 

◯ 

適切である。 27 条 2 項 

62 

事業主が、追徴金について、督

促状による納付の督促を受け

たにもかかわらず、督促状に指

定する期限までに当該追徴金

を納付しないときは、当該追徴

金の額につき国税滞納処分の

例によって処分されることは

あるが、延滞金が徴収されるこ

とはない。 

◯ 

適切である。追徴金は、労働保

険料には該当しないため、延滞

金が徴収されることはない。 

（法 28 条 1 項） 

27 条 3 項 

63 

政府は、労働保険料の納付を督

促したときは、労働保険料の額

に、督促状を発した日の翌日か

らその完納又は財産差押えの

日の前日までの期間に応じ、年

１４．６％の割合を乗じて計算

した延滞金を徴収する。 

× 

督促状を発した日の翌日では

なく、「納期限の翌日」からであ

る。なお、納期限の翌日から２

月を経過する日までの期間に

ついては、年７．３％の割合で

計算する。 

28 条 1 項 

64 

督促状に指定した期限までに

労働保険料その他徴収法の規

定による徴収金を完納したと

きは、延滞金は徴収されない。 

◯ 

適切である。 28 条 5 項

1 号 
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No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

65 

納付義務者の住所又は居所が

わからないため、公示送達の方

法によって督促したときは、督

促状を発した日の翌日からそ

の完納又は財産差押えの日の

前日までの期間に応じ、年１

４．６％の割合を乗じて計算し

た延滞金を徴収される。 

× 

納付義務者の住所又は居所が

わからないため、公示送達の方

法によって督促したときは、延

滞金は徴収されない。 

28 条 5 項

2 号 

66 

日雇労働被保険者は、印紙保険

料の額の２分の１の額（その額

に１円未満の端数があるとき

は、その端数は、切り捨てる。）

を負担するものとされている。 

◯ 

適切である。 31 条 2 項 

67 

事業主は、被保険者に賃金を支

払う都度、被保険者の負担すべ

き一般保険料の額に相当する

額を当該賃金から控除するこ

とができるとされている。 

◯ 

適切である。 

（則 60 条） 

32 条 1 項 

68 

常時３００人（金融業、保険業、

不動産業又は小売業について

は５０人、卸売業又はサービス

業については１００人）を超え

る数の労働者を使用する事業

主は、労働保険事務組合に労働

保険事務の処理を委託するこ

とができない。 

◯ 

適切である。 

（則 62 条 2 項） 

33 条 1 項 

69 

事業主の団体又はその連合団

体が、労働保険事務組合の業務

を行おうとするときは、その旨

を厚生労働大臣に届け出なけ

ればならない。 

× 

厚生労働大臣の「認可」を受け

なければならない。 

33 条 2 項 
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No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

70 

労働保険事務組合は、労働保険

事務組合の認可申請書に記載

された事項に変更を生じた場

合には、その変更があった日の

翌日から起算して１０日以内

に、その旨を記載した届書を、

その主たる事務所の所在地を

管轄する都道府県労働局⾧に

提出しなければならない。 

× 

１０日以内ではなく、「１４日

以内」である。 

33 条 2 項 

71 

労働保険事務組合は、業務を廃

止しようとするときは、３０日

前までに、その旨を厚生労働大

臣に届け出なければならない。 

× 

３０日前ではなく、「６０日前」

である。 

33 条 3 項 

72 

労働保険事務組合の主たる事

務所の所在地を管轄する都道

府県労働局⾧は、労働保険事務

組合の認可の取り消しがあっ

たときは、その旨を、当該労働

保険事務組合に労働保険事務

の処理を委託している事業主

に通知しなければならない。 

◯ 

適切である。 

（則 67 条 2 項） 

33 条 4 項 

73 

政府は、労働保険事務組合に労

働保険事務の処理を委託した

事業主に対してすべき労働保

険関係法令の規定による労働

保険料の納入の告知その他の

通知及び還付金の還付につい

ては、これを労働保険事務組合

に対してすることはできない。 

× 

これを労働保険事務組合に対

してすることが「できる」とさ

れている。なお、本問の場合に

おいて、労働保険事務組合に対

してした労働保険料の納入の

告知その他の通知及び還付金

の還付は、当該事業主に対して

したものとみなすとされてい

る。 

34 条 
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No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

74 

労働保険事務の処理の委託に

基づき、事業主が労働保険料そ

の他の徴収金の納付のため、金

銭を労働保険事務組合に交付

したときは、その金額の限度

で、労働保険事務組合は、政府

に対して当該徴収金の納付の

責めに任ずるものとされてい

る。 

◯ 

適切である。 35 条 1 項 

75 

労働保険関係法令の規定によ

り、政府が追徴金又は延滞金を

徴収する場合において、その徴

収について労働保険事務組合

の責めに帰すべき理由がある

ときは、その限度で、労働保険

事務組合は、政府に対して当該

徴収金の納付の責めに任ずる

ものとされている。 

◯ 

適切である。 35 条 2 項 

76 

政府は、労働保険事務組合が納

付すべき徴収金について、督促

状により指定された期限まで

に当該徴収金を納付しないと

きは、当該労働保険事務組合に

労働保険事務の処理を委託し

ている事業主に連帯して納付

させることができる。 

× 

本問の場合には、当該労働保険

事務組合に対して滞納処分を

してもなお徴収すべき残余が

ある場合に限り、その残余の額

を当該労働保険事務組合に労

働保険事務の処理を委託して

いる事業主から徴収すること

ができるとされている。 

35 条 3 項 

77 

労働保険事務組合が虚偽の報

告又は証明をしたため、労災保

険の保険給付又は雇用保険の

失業等給付が行われたもので

あるときは、政府は、その労働

保険事務組合に対し、保険給付

を受けた者と連帯して不正受

給に係る徴収金を納付すべき

ことを命ずることができる。 

◯ 

適切である。 35 条 4 項 
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No. 問 題 答え 解 説 該当条文 

78 

事業主若しくは事業主であっ

た者又は労働保険事務組合若

しくは労働保険事務組合であ

った団体は、徴収法又は徴収法

施行規則による書類を、その完

結の日から２年間（雇用保険被

保険者関係届出事務等処理簿

にあっては、４年間）保存しな

ければならない。 

× 

２年間ではなく、「３年間」であ

る。 

（則 72 条） 

36 条 

79 

都道府県及び市町村の行う事

業については、当該事業を労災

保険に係る保険関係及び雇用

保険に係る保険関係ごとに別

個の事業とみなして徴収法が

適用される。 

◯ 

適切である。 39 条 1 項 

80 

労働保険料その他徴収法の規

定による徴収金を徴収し、又は

その還付を受ける権利は、これ

らを行使することができる時

から３年を経過したときは、時

効によって消滅する。 

× 

３年ではなく、「２年」である。 41 条 1 項 
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